
参考様式(法第28条第1項関係)

1 事業の成果

2 事業の実施に関する事項

(1)　特定非営利活動に係る事業

具体的な事業内容
(A)当該事業の実施日時
(B)当該事業の実施場所
(C)従事者の人数

(D)受益対
象者の範囲
(E)人数

事業費の金額
(単位：千円)

第 3 回研究セミナーを開催

(A) 2017/3/3, (B) 札幌市中央
区 北海道立道民活動センター
かでる 2・7 620 号室, (C)
12 名

(D) 一般市
民, (E) 10
名

0

第 4 回研究セミナーを開催

(A) 2017/5/7, (B) 札幌市中央
区 北海道立道民活動センター
かでる 2・7 750 号室, (C) 9
名

(D) 一般市
民, (E) 2 名

0

第 5 回研究セミナーを開催

(A) 2017/5/28, (B) 札幌市西
区 札幌市生涯学習総合セン
ター ちえりあ サークル活動
室 1, (C) 9 名

0 名 0

(2)　その他の事業

本法人は定款において特定非営利活動に係る事業以外の事業を行うことを定めていないので, 実施していない．

1 ２は、(1)には特定非営利活動に係る事業、(2)にはその他の事業について区分を明らかにして記載してください。
2

[作成上の注意事項]

2 (2) には、定款上「その他の事業」に関する事項を定めているものの、当該事業年度にその他の事業を実施しなかった場合、
「実施しなかった」と記載してください。

2016 年度 事業報告書

2016 年 10 月 1 日から 2017 年 9 月 30 日まで

特定非営利活動法人 北海道総合地質学研究センター

事業名 (定款に記載
した事業)

会員の地質学に関す
る専門知識の普及活

動

会員の研究を支援す
る活動

会員の地質学に関す
る専門知識の普及活

動

2016年度は3回の研究セミナーを実施するとともに，法人の公式ホーム頁を公開し，"プライバシーポリシー"，"収益
を伴う事業に関する基本的な考え方"，"会員の行動と知的所有権に関する基本的な考え方" を策定し，法人としての管
理・事業活動の基盤的整備を行った．また定款第5条で定めた9事業の内の "会員の研究を支援する活動"，"会員の研究
成果の発表・出版を支援する活動"，"会員の地質学に関する専門知識の普及活動"，"本法人の研究・調査活動成果の発
表・出版活動"，"地質学に関する交流事業" の実施を目的としてアクセスフリー (無料公開) の電子ジャーナル "総合地
質" の発刊を決定し，第1巻第1号発行のための編集などの作業を開始した (2017年12月発行予定)．さらに，主に "会
員の地質学に関する専門知識の普及活動" を目的として，市民を対象とする "北海道総合地質学研究センター公開講座
" を北海道教育委員会主催の道民カレッジの連携講座に申請し, 認定された．これは2017年10月に実施され，2018 年
以降においても継続的に実施する予定となっている．


